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第１ 総 則 

本要求水準書は、やまと広域環境衛生事務組合（以下「組合」という）が設置したやまと

クリーンパーク（熱回収施設・リサイクル施設）（以下「本件施設」という）の運転、ユーテ

ィリティの確保、日常点検、定期点検・整備、部品等の調達、各種修繕・補修等（以下「運

営維持管理業務」という）について、本件施設の性能を十分に発揮させ、効率的及び安定的

かつ安全な運営を目的として、やまとクリーンパーク長期包括管理運営委託事業（以下「本

事業」という）に適用するものである。 

本要求水準書は、本事業の基本的な内容について定めるものであり、本事業の目的達成の

ために必要な設備あるいは業務等については、募集要項（公募説明書、要求水準書、契約書

案、様式集等の資料）に明記されていない事項であっても、事業者として選定された単独企

業若しくは企業グループで、本組合と事業契約に至った事業者（以下「受託者」という）の

責任において全て完備あるいは遂行するものとする。 

１ 事業概要 

（１）事業業務名称 

やまとクリーンパーク長期包括管理運営委託事業 

（２）事業実施場所 

奈良県御所市大字栗阪 293 番地 

（３）事業内容 

本事業として組合が受託者に対して委託する業務は、本件施設の受入管理業務、運転

管理業務、維持管理業務及びその他関連業務である。 

受託者の業務範囲を図表 1-1-1 に、業務分担表を別紙１に示す。 

 

図表 1-1-1 業務の範囲 
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（４）施設概要 

本事業の対象とする本件施設の概要を図表 1-1-2 に示す。 

 

図表 1-1-2 本件施設の概要 

概要 施設名称：やまとクリーンパーク 

所 在 地：奈良県御所市大字栗阪 293 番地 

施設稼動：平成 29 年 6 月 

敷地面積：26,216.91 ㎡ 

建築面積： 3,987.79 ㎡  延床面積：8,499.47 ㎡ 

構成施設：①計量棟、②熱回収施設、③リサイクル施設、④管理・啓発施設（②～③は合

棟） 

能力 【熱回収施設】 

処理方式：全連続運転式ストーカ炉 

処理能力：120ｔ/24ｈ（60ｔ/24ｈ×2 炉） 

熱しゃく減量：5％以下 

 

【リサイクル施設】 

施設規模：11ｔ/5ｈ 

設備内容 【熱回収施設】 

受入供給設備：計量機、ピットアンドクレーン方式 

燃焼設備：ストーカ方式 

燃焼ガス冷却設備：廃熱ボイラー、減温塔方式 

排ガス処理設備：ろ過式、有害ガス乾式除去、触媒脱硝式  

余熱利用設備：発電（余剰電力は売電） 

通風設備：平衡通風方式 

灰出設備：焼却灰  灰ピット方式 

飛  灰  薬剤処理、飛灰処理物ピット方式 

給水設備：生活用水、プラント用水  上水 

排水設備：ごみピット汚水  高温酸化処理（炉内噴霧） 

       プラント排水    排水処理後再利用（無放流） 

       生活排水     合併処理浄化槽で処理後に放流 

電気設備：各種制御盤、無停電電源装置、各種配線 

計装設備：自動制御システム方式 

煙突高さ：地上より 59ｍ 

 

【リサイクル施設】 

受入供給設備：計量機（熱回収施設と供用）、受入ヤード方式  

破砕選別設備：低速回転破砕機、高速回転破砕機、磁選機、アルミ選別機、  

風力選別機 

搬送設備：コンベヤ方式 

搬出設備：バンカ方式 

集じん・脱臭設備：ろ過式集じん装置、活性炭脱臭方式  

給水設備：各種水槽、ポンプ 

排水設備：排水ピット、ポンプ 

電気設備：各種制御盤、無停電電源装置、各種配線 

計装設備：自動制御システム方式 
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（５）事業期間等 

事業準備期間、乖離請求期間、運営期間及び事業期間は以下のとおりとする。 

ア 事業準備期間：基本協定締結日～2020 年 3 月 31 日 

事業準備期間とは、受託者が本件施設の現在の運転・維持管理業務を実施している

事業者（以下「既存運転事業者」という）から、円滑に業務を引き継ぐために必要な

準備を行う期間のことをいう。 

イ 乖離請求期間：2020 年 4 月 1 日～2021 年 3 月 31 日 

乖離請求期間とは、受託者が本件施設に係る募集要項の記載内容と本件施設の現況

との間に著しい乖離を発見した場合に、これら乖離に基づき発生する費用負担等を組

合へ請求できる期間のことをいう。 

ウ 運営期間：2020 年 4 月 1 日～2030 年 3 月 31 日 

運営期間とは、受託者が契約に基づいて本件施設の運営維持管理業務を行う期間の

ことをいう。 

エ 事業期間：事業契約締結日から 2030 年 3 月 31 日 

事業期間とは、事業契約締結日から事業終了までの期間のことで、事業終了後は、

本件施設の機能確認、性能確認に合格することを条件とする。 

 

（６）運営維持管理の準備業務等 

ア 受託者は、事業準備期間開始までに、別紙２に記載する内容に基づき運営維持管理

方針及び業務準備計画書を策定し、組合の承諾を得るものとする。 

イ 受託者は、運営期間開始までに、本件施設が要求水準書で示された機能が維持でき

るよう、別紙２に記載する内容に基づき事業実施計画書を策定し、組合の承諾を得る

ものとする。 

ウ 組合は、運営期間中、本件施設の機能について要求水準書に示した機能を維持する

ため、受託者に説明を求めることができる。また組合は、必要に応じて運営維持管理

方針及び事業計画書を本件施設の現状に即した内容に改定を求めることができる。 

エ 受託者は、組合から上記ウにより改定を求められた場合には、速やかにこれに応じ、

残存期間の運営維持管理方針及び事業実施計画書を提出し、組合の承諾を得るものと

する。また、受託者自らが改定を行おうとする場合には、その事由を組合に説明する

とともに、組合の承諾を得るものとする。 

 

（７）事業期間終了時の取扱い 

ア 事業期間終了後、受託者は、組合及び組合が指定する第三者への引継ぎが可能とな

るよう、受託者は、以下の業務を行うこととする。 

（ア）運営維持管理業務に引継ぎに必要な書類の整備、提出及び業務 

Ａ 事業実施計画書（事業期間終了後の計画の立案等を含む） 

Ｂ 運営維持管理業務に係る履歴 

Ｃ 事故故障履歴 

Ｄ 施設点検整備履歴 

Ｅ 受託者が自ら更新・整備を行った設備の図面 

Ｆ 受託者が自ら更新・整備を行った設備機器の取扱説明書 

Ｇ 予備品、消耗品、用役等の調達方法 
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（イ）組合及び組合が指定する第三者への引継業務 

Ａ 第三者への資料の開示 

Ｂ 第三者による施設及び運転状況の視察に対する協力 

イ 組合が、事業期間終了後の本事業を公募に供することが適切でないと判断した場合、

受託者は本事業の継続に関して組合の協議に応じるものとする。 

 

２ 一般事項 

 （１）基本方針 

受託者は、本事業を実施するにあたり、本件施設が循環型社会形成の中核を成す施設

の一つであること、又、地域住民・近隣市町村の理解を得て運営されていることを十分

に自覚した上で適正な運営維持管理に配慮することとし、以下の基本方針を遵守するこ

と。 

ア 処理対象物の適正な処理・処分 

本件施設に搬入される処理対象物を、常に滞ることなく適正に処理・処分できるよ

う配慮すること。 

（ア）安定かつ適正な運転の確保 

（イ）近隣住民及び近隣市町村に安全性・安心感を与えられる運営維持管理 

イ 環境の保全 

地球環境、地域環境などに対する環境負荷の低減と施設周辺の環境保全に十分配慮

すること。 

（ア）公害防止への配慮 

（イ）省エネルギー対策の実践 

（ウ）リサイクル・再資源化への努力とこれらの積極的な推進 

ウ 安全の確保 

通常時において安全性を確保するだけでなく、災害や事故等の発生時においても迅

速な対応が行えるよう安全に配慮し、安定した本件施設の運営維持管理業務を行うこ

と。 

（ア）本件施設における安全性の確保 

（イ）災害や事故発生後の二次災害の発生防止 

（ウ）災害・事故等による大量排出ごみの適正処理への積極的な対応 

（エ）緊急対応マニュアル等の作成（事業実施計画書に含む） 

エ 経済性への配慮 

本件施設の運営維持管理を実施するにあたり、効率的かつ効果的な事業運営が行え

るよう配慮すること。 

（ア）長期的視野に立った事業運営の確立 

（イ）事業運営組織の効率的な運用 

（２）要求水準の遵守 

受託者は、要求水準書に記載される要件について、本事業期間中これを遵守すること。 

（３）関係法令等の遵守 

受託者は、運営維持管理業務遂行にあたり図表 1-2-1 に示す法令、規格、規定、関連

協定（周辺地域との間で生活環境を保全することを目的として締結された公害防止に関

する協定等（以下「公害防止協定」という））、関連規制等（以下「関係法令等」という）
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を遵守し、公害発生の防止、本件施設の安定運転及び安全管理に努め、適正に運営を行

うこと。 

なお、関係法令等の遵守は受託者の負担と責任において行うこと。 

 

図表 1-2-1 関係法令等 

法令等 規則及び規格等 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

環境基本法 

ダイオキシン類対策特別措置法 

国等による環境物品等の調達の推進に関する法律 

大気汚染防止法 

水質汚濁防止法 

騒音規制法 

振動規制法 

悪臭防止法 

都市計画法 

建築基準法 

建設業法 

消防法 

道路法 

道路交通法 

下水道法 

水道法 

浄化槽法 

労働基準法 

労働安全衛生法 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

航空法 

電波法 

有線電気通信法 

電気工事士法 

電気用品取締法 

高圧ガス保安法  

計量法 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び 

管理の改善の促進に関する法律 

地方自治法 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

事務所衛生基準規則 

危険物の規制に関する規則・政令 

特定化学物質等障害予防規則 

一般高圧ガス保安規則 

有機溶剤中毒予防規則 

酸素欠乏症等防止規則 

クレーン等安全規則 

ボイラー及び圧力容器安全規則 

ゴンドラ安全規則 

電気設備に関する技術基準 

電気工作物の溶接に関する技術基準 

溶接技術検定基準（JIS Z 3801） 

クレーン構造規格 

クレーン過負荷防止装置構造規格 

電気機械器具防爆構想規格 

ボイラー構造規格 

圧力容器構造規格 

日本工業規格（JIS） 

日本電気工業会標準規格（JEM） 

電気規格調査会標準規格（JEC） 

電線技術委員会標準規格（JCS） 

日本油圧工業会規格（JOHS） 

日本農林規格（JAS） 

内線規定 

電気供給規定 

ごみ処理施設性能指針 

特定フロンの排出抑制・使用合理化指針 

奈良県生活環境保全条例及び 

奈良県生活環境保全条例施行規則 

電気工作物保安規定 

その他関係法令、規格、規程、通達及び 

技術指針等 
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（４）官庁等の指導等 

受託者は、事業実施期間中、官庁等の指導等に従うこと。なお、関係法令等改正に伴

い本件施設の改修等が必要となった場合の費用負担は、事業契約書に定める。 

（５）官庁等への各種提出書等の作成 

受託者は、組合が行う官庁等への各種資料提出に当たり、基礎資料等を作成すること。

なお、運営維持管理業務に係る申請等に関しては、受託者の責任と負担により行うこと。 

（６）組合及び官庁等への報告 

受託者は、本件施設の運営維持管理業務に関して、組合及び官庁等が報告、記録、資

料提供等を要求する場合は、組合の指示のもと速やかに対応すること。なお、所轄官庁

からの報告、記録、資料提供等の要求については、組合の指示に従うこと。 

（７）許認可等 

受託者は、関係法令等に基づき運営維持管理業務に必要な許認可、報告及び届出につ

いて、受託者の責任と負担において行うこと。また、組合が本事業を実施する上で必要

となる許認可等を取得する場合は、組合に対し必要な協力を行うこと。 

（８）処理対象物及び搬出物 

本件施設における処理対象物及び搬出物等は図表 1-2-2 に示すとおりである。 

なお、受託者は、処理が困難又は不適当と判断される廃棄物（以下、「適正処理困難物」

という）について、施設内の組合が指定する場所に保管すること。適正処理困難物等と

して取り扱われるごみを図表 1-2-3 に示す。 

 

図表 1-2-2 本件施設における処理対象物及び搬出物等 

項  目 内    容 

処理対象物 可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ 

搬出物 焼却灰、飛灰処理物、破砕選別後の不燃残渣 

資源化物アルミ、資源化物鉄 

 

図表 1-2-3 本件施設における適正処理困難物 

分 類 内  容 

特別管理一般廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 2 条第 3 項に示す廃棄物 

適 正 処 理 困 難 物 

消火器、廃油（灯油、オイルなどの液状のもの）、薬品類、塗
料、毒性・爆発性・引火性のあるもの（火薬、花火、プロパン
ガスボンベなど） 

浴槽、タイヤ、バッテリー、ボタン電池、原動機付き自転車、
ピアノ、温水器、自動車及びその部品、バイク・スクータ及び
その部品、ボイラー、乾電池など 

農機具、農業用資材（パイプ、ビニールマルチ、あぜシートな
ど） 

家の改築工事などで出るもの、建築廃材、土砂、ガレキ、コン
クリートブロック、ガラスサッシ、レンガなど 

特定家電品（テレビ、エアコン、冷蔵庫及び冷凍庫、洗濯機、
衣類乾燥機）、パソコン 

産 業 廃 棄 物 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 2 条第 4 項に示す廃棄物
（告示したものを除く） 

注）適正処理困難物の内容及び品目について、本件施設の稼動状況を踏まえ、見直しができ

るものとする。 

 



7 

（９）処理対象物の処理実績及び計画処理量 

本事業における処理実績及び見込みは、別紙３（実績数値及び計画処理量）を参照し

計画を行うこと。 

（10）公害防止基準 

受託者は、本事業の履行にあたり、環境関係法令等の規制値及び関連協定（公害防止

協定等）を遵守し、二次公害を発生させないよう適正な運営維持管理業務を行わなけれ

ばならない。 

本件施設運転において必ず守らなければならない基準値を定める。 

※1 保証値とは、施設運転において必ず守らなければならない基準 

※2 自主基準値とは、保証値を遵守するための基準 

 ア 排出ガス基準 

本件施設の煙道における排出ガスについては、図表 1-2-4 に示す基準を遵守するも

のとする。 

 

図表 1-2-4 排出ガス基準（乾きガス、酸素濃度 12％換算） 

項 目 保証値（※1） 自主基準値（※2） 

ばいじん 10mg/㎥ N 以下 9mg/㎥ N 以下 

硫黄酸化物（SOｘ） 19ppm 以下 18ppm 以下 

窒素酸化物（NOｘ） 48ppm 以下 45ppm 以下 

塩化水素（HCL） 48ppm 以下 45ppm 以下 

ダイオキシン類 0.0495ng-TEQ/㎥ N 以下 0.0495ng-TEQ/㎥ N 以下 

一酸化炭素濃度（CO） 30ppm（4 時間平均値）以下 27ppm（4 時間平均値）以下 

水銀濃度 50μg/㎥ N 以下 50μg/㎥ N 以下 

注）水銀濃度の保証値は、改正大気汚染防止法による 

 

イ 騒音基準 

本件施設の敷地境界線における騒音の規制基準は、図表 1-2-5 に示すものとする。 

 

図表 1-2-5 騒音基準値（第二種区域：敷地境界線上） 

時 間 帯 保証値（※1） 

朝（午前６時から午前８時まで） 50dB（A）以下 

昼間（午前８時から午後６時まで） 60dB（A）以下 

夕（午後６時から午後９時まで） 50dB（A）以下 

夜間（午後９時から翌日午前６時まで） 45dB（A）以下 
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ウ 振動基準 

本件施設の敷地境界線における振動の規制基準は、図表 1-2-6 に示すものとする。 

 

図表 1-2-6 振動基準値（第一種区域：敷地境界線上） 

時 間 帯 保証値（※1） 

昼間（午前８時から午後７時まで） 60dB 以下 

夜間（午後７時から翌日午前８時まで） 55dB 以下 

 

エ 悪臭基準 

本件施設の敷地境界線における悪臭の規制基準は、図表 1-2-7 に示すものとする。

また、臭気強度は 2.5 相当で臭気指数は 10 以下とする。 

 

図表 1-2-7 悪臭基準値 

規制物質 保証値（※1） 規制物質 保証値（※1） 

アンモニア 2ppm 以下 イソバレルアルデヒド 0.006ppm 以下 

メチルメルカプタン 0.004ppm 以下 イソブタノール 4ppm 以下 

硫化水素 0.06ppm 以下 酢酸エチル 7ppm 以下 

硫化メチル 0.05ppm 以下 メチルイソブチルケトン 3ppm 以下 

二硫化メチル 0.03ppm 以下 トルエン 30ppm 以下 

トリメチルアミン 0.02ppm 以下 スチレン 0.8ppm 以下 

アセトアルデヒド 0.1ppm 以下 キシレン 2ppm 以下 

プロピオンアルデヒド 0.1ppm 以下 プロピオン酸 0.07ppm 以下 

ノルマルブチルアルデヒド 0.03ppm 以下 ノルマル酪酸 0.002ppm 以下 

イソブチルアルデヒド 0.07ppm 以下 ノルマル吉草酸 0.002ppm 以下 

ノルマルバレルアルデヒド 0.02ppm 以下 イソ吉草酸 0.004ppm 以下 

臭気指数 10 以下 

 

オ 焼却灰に関する基準 

焼却灰の基準値については、図表 1-2-8 に示すものとする。 

 

図表 1-2-8 焼却灰に関する基準値 

項  目 保証値（※1） 

熱しゃく減量 5％以下 

ダイオキシン類 3ng-TEQ/g 以下 
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カ 飛灰及び飛灰処理物に関する基準 

飛灰及び飛灰処理物の基準については、図表 1-2-9 に示すものとする。 

 

図表 1-2-9 飛灰及び飛灰処理物に関する基準値 

項  目 保証値（※1） 

アルキル水銀化合物 検出されないこと 

水銀又はその化合物 0.005mg/L 以下 

カドミウム又はその化合物 0.09mg/L 以下 

鉛又はその化合物 0.3 mg/L 以下 

六価クロム化合物 1.5 mg/L 以下 

砒素又はその化合物 0.3 mg/L 以下 

セレン又はその化合物 0.3 mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.5 mg/L 以下 

ダイオキシン類 3ng-TEQ/g 以下 

 

（11）公害防止基準の取扱い 

ア 受注者は、本件施設の運転中に上記（10）公害防止基準に示す保証値（自主基準値

が設定されている場合は自主基準値）を超えた場合は、速やかに対象炉を停止する。 

イ 受注者は、上記アの原因を速やかに究明し復旧対策を講じ、安全を確保し、発注者

の了解を得た上で再稼働すること。 

ウ 受注者は、事態の発生から再稼働までの各段階を随時発注者に報告するとともに、

再稼働の前には、再発防止及び改善策を発注者に報告すること。 

（12）実績報告書の作成 

受託者は、運営期間中、本件施設の適切な運営維持管理業務が実施されていることを

示すために、本件施設の運営維持管理業務に係る日報、月報及び年報の作成、運営維持

管理業務における履歴情報及びコストデータ、その他組合が業務モニタリングを行うた

めに必要な図表 1-2-10 に示す種類のデータの記録、報告書（全てを含めて以下「実績報

告書」という）の作成及び保管を行うこと。 

受託者は、毎年度、実績報告書を提出し、組合の承諾を得るものとする。 

本件施設の実績報告書は、電子データの形で運営期間中保存すること。 

また、印刷物として、運営期間終了時に組合へ引き渡すこと。 
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図表 1-2-10 実績報告書に記録する主なデータ及び報告書の種類 

記録 データの種類 

運転記録 
運転日報・月報・年報 

設備機器チェックシート 

点検記録 

日常点検記録 

週間点検記録 

月間点検記録 

各クレーン・ホイスト点検報告書 

各ボイラー・圧力容器点検報告書 

地下タンク点検報告書 

公害監視装置点検報告書(排ガス測定装置等) 

電気設備点検報告書(蒸気式発電機含む) 

測定記録 測定・分析・試験検査記録 

報告書 

運転維持管理報告書 

定期整備報告書 

補修工事報告書 

更新工事報告書 

予備品使用・在庫補充報告書 

薬品・用役類・資材等購入調達実績表 

台帳類 

設備機器台帳 

備品・予備品台帳 

消耗品台帳 

 

（12）貸与品 

組合から貸与物件は次のとおりとし、受託者は事前に物件リストを作成し、提出する

こと。また、これらの物件は、適正に管理、使用し、万一これらの物件の紛失、損傷等

があった場合には、受託者の責任において補充し、もしくは現状復旧しなければならな

い。なお、経年劣化による故障等はこの限りではない。 

ア 使用許可室内に設置の備品（机、ロッカー等） 

イ 電話、PHS 携帯電話 

業務遂行に必要な連絡を行う目的で、本施設に設置する電話設備（インターホン、

PHS）  

ウ 拡声（放送）設備 

エ LAN 設備（パソコン等は含まない） 

オ 保守点検用具、備付工具、工作用機器 

カ ごみ処理施設場内で使用する重機類 

キ 新ごみ処理施設建設工事完成図書（以下「完成図書」という） 

ク その他本組合が必要と認めたもの 

ケ 有償貸与は図表 1-2-11 に示す 
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図表 1-2-11 有償貸与リスト 

種類 数量 年額賃料（税抜き） 期間 

監視カメラリース 一式 156,000 円 

事業開始月 

～ 

2022 年 5 月末 

土地貸料 322.5 ㎡ 

約 300,000 円 

事業開始月 

～ 

2030 年 3 月末 
機材使用料 

フォークリフト･タイ

ヤショベル等作業機材 
一式 

コンテナ 一式 

燃料代 一式 

諸経費 一式 

合      計 － 約 456,000 円  

注）１．監視カメラリースは期間中は組合から有償で借り受けなければならない 

上記の期日以降は、受託者により契約しなければならない 

     ２．土地賃料及び機材使用料は、受託者により御所市と契約しなければならない 

 

（13）支給品 

組合から支給品は次のとおりとするが、受託者は節約に努めること。 

ア 電気 

イ 水道 

（14）特定調達品の調達 

ア 受託者は、本件施設の運営維持管理業務に必要な調達を自ら行うものとする。この

場合、別紙４に示す本件施設のプラント設備工事請負企業（以下「施工企業」という）

の製品（以下「特定調達品」という）の調達に際し、施工企業の協力を求めることが

できるものとする。 

イ 受託者は、特定調達品の定期点検、消耗品・用役等の調達、補修工事及び設備更新

工事について、自ら代替品の調達を行うことが困難な場合は、施工企業の協力により

合理的な条件で調達することができるものとする。 

ウ 本規定は、施工企業からの調達を義務付けるものではなく、受託者が自らの責任に

おいて施工企業以外から調達することも認めるが、調達に関わる一切の責任を負うも

のとする。受託者が施工企業以外から特定調達品を調達する場合、本件施設の機能を

維持できることを組合に説明するとともに、当該調達先、調達時期等につき報告する

こと。 

（15）リスクマネジメント 

ア 管理基準の遵守 

組合は、環境への負荷を軽減するために、関係法令等よりも厳しい管理基準を設け

るものとしている。なお、管理基準とは、図表 1-2-4～図表 1-2-9 に示す基準とする。 

受託者は、自ら実施した環境計測又は組合の測定結果において、排出ガス項目等の

値が、管理基準を 1 項目でも上回った場合は、速やかに本件施設の運転を停止した上

で、以下の（ア）から（キ）までの手続きにおいて本件施設の運転再開を行うものと

する。 

（ア）管理基準を逸脱した原因と責任の究明及び再発防止対策の提案 
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（イ）受託者による本件施設の復旧計画の提案 

（ウ）復旧作業への着手 

（エ）復旧作業の完了確認 

（オ）復旧のための試運転の開始 

（カ）運転データの確認 

（キ）本件施設の運転再開 

なお、組合による復旧計画の承諾、本件施設の復旧作業の完了の確認等に際し、組

合は専門的な知見を有する有識者等に助言を求めることができるものとする。 

また、排ガスの計測により自主基準値を逸脱した場合は、受託者自ら環境計測を実

施し、原因を究明する。ただし、基準値を逸脱した理由が測定機器の誤動作等の軽微

なもので、その原因・改善策が自明である場合には、この限りではない。 

（16）リスク分担 

ア 基本的な考え方 

本事業におけるリスク分担の基本的な考え方は、各リスクを最もよく管理すること

が可能な者が適正に分担することで、より低廉かつ高質なサービスの提供ができると

いうものに基づく。 

なお、本件施設の運営維持管理業務の責任は、原則として受託者が負うことになる

が、組合が責任を分担すべき合理的な理由があることを受託者が明らかにできる場合

については、組合が責任を負うこととする。 

イ 想定されるリスクの分担 

組合と受託者のリスク分担は、原則として図表 1-2-12 によるものとする。 
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図表 1-2-12 事業に関するリスク分担表 

組合 受託者

受託者の責めに帰すべき事由による場合のリスク  ○

上記以外の場合のリスク ○

制度・法令変更リスク 関係法令・許認可の変更等に係るリスク ○  

受託者の利益に課せられる税制度の変更(例：法人税等)、新税創設に伴うリスク  ○

上記以外の税制度の変更、新税創設に伴うリスク ○  

一定の範囲内での物価変動に係るリスク  ○

一定の範囲内を超えた物価変動に係るリスク ○  

政治・行政リスク 政策方針の変更等による事業の停止・変更に係るリスク ○  

資金調達リスク 受託者の事業の実施に必要な資金調達に係るリスク ○

金利変動リスク 金利上昇に伴う資金の調達に係るリスク ○

受託者の事由による事業破綻、契約破棄、契約不履行のリスク  ○

組合の事由による事業破綻、契約破棄、契約不履行のリスク ○

不可抗力リスク 天災等により事業の実施が不可能となる場合のリスク ○  

一定の範囲内  ○

一定の範囲外 ○  

受託者の責めに帰すべき事由による場合のリスク  ○

上記以外の場合のリスク ○  

受託者の責めに帰すべき事由による場合のリスク  ○

上記以外の場合のリスク ○  

受託者の責めに帰すべき事由による場合のリスク ○

提示条件の不備や要求変更等、組合の責めに帰すべき事由による場合のリスク ○  

その他施設の運営維持管理業務において、本事業契約に規定する仕様及び性
能の未達成等、受託者の責めに帰すべき事由による場合のリスク

 ○

事故や火災等により施設が破損した場合のリスク  ○

第三者の責めに帰すべき事由により施設が破損した場合のリスク ○  

受託者の善良なる管理者の注意義務違反の場合のリスク  ○

受託者の善良なる管理者の注意義務を以ってしても排除できない場合のリスク ○  

技術革新リスク
技術革新に伴い設備が陳腐化した場合において、新技術採用のためのコストが増
大した場合のリスク

○  

搬入する廃棄物のごみ量が契約で規定した範囲を著しく逸脱した場合、または、ご
み質が契約で規定した範囲を逸脱した場合のリスク

○  

回収資源化物の売却、有効利用に係るリスク ○  

回収資源化物の品質基準の遵守に係るリスク  ○

事業終了時における施設の性能確保が未達の場合のリスク  ○

運営開始段階での
態勢整備の遅れ

事業終了段階での施設の性能確保

環境保全リスク

運
　
　
営
　
　
段
　
　
階

性能リスク
委託費超過リスク

施設・設備損傷リスク

不適正ごみ混入リスク

ごみ量・ごみ質変動
リスク

資源化物に関するリスク

リスク項目 概　　　　　　要
分担

共
　
　
　
　
　
　
　
　
通

税制変更リスク

物価変動リスク

債務不履行リスク

天災等による損害が発生し、修復のため事業の遅延が発生する場合のリスク

住民対応リスク

第三者賠償リスク

 

 

（17）地元雇用及び地元貢献 

受託者は、本業務の実施にあたり、地元（組合構成市町範囲内）での雇用促進に最大

限配慮すること。また、下請人等として地元企業の中から選定、ならびに資機材等の調
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達、納品等においても、積極的に地元企業を活用するよう努めること。 

（18）関係する事業等への協力 

受託者は、本件施設内及び周辺で、組合及び関係団体が行う業務等に対し、組合の要

請に基づき協力すること。 

（19）災害発生時の協力 

受託者は、震災その他不測の事態が発生したときには、その対応について組合に協力

すること。 

（20）保険 

受託者は、本件施設の運営維持管理業務に伴うリスクに備えるため、労働災害保険、

第三者損害賠償保険等の必要な保険に加入するものとする。また、保険契約の内容及び

保険証書の内容については、組合の承諾を得るものとする。 

 

３ 運営維持管理条件 

（１）運営維持管理業務 

本事業の運営維持管理業務は、以下に基づいて行うものとする。 

ア 公募説明書 

イ 要求水準書 

ウ 事業契約書 

エ 質疑回答書 

オ 提案書及び事業計画書 

カ その他、組合の指示するもの 

（２）提出書類の変更 

受託者が応募時に提出した応募書類（提案書等）について、要求水準書に適合しない

箇所が発見された場合には、受託者の責任において要求水準書を満足する変更を行い再

提出するものとする。 

（３）要求水準書記載事項 

ア 記載事項の補足等 

要求水準書に記載された事項は、本事業における基本的部分について定めたもので

あり、これを上回って運営維持管理業務を遂行することを妨げるものではない。要求

水準書に記載されていない事項であっても、本件施設の運営維持管理のために受託者

が必要と判断し、提案した事項については、全て受託者の責任において実施しなけれ

ばならない。 

イ 参考図書の取り扱い 

本要求水準書の図表等で「（参考）」と記載されたものは、一例を示すものである。 

受託者は「（参考）」と記載されているもの以外についても、本件施設の運営維持管

理のために受託者が必要と判断し、提案した事項については、全て受託者の責任にお

いて実施しなければならない。 

（４）契約金額の変更 

提案書、事業計画書の提出後に「第１、３、（２）及び（３）」により、事業内容の変

更があった場合でも、契約金額の増額等の手続きは行わない。ただし、組合の指示によ

る運営維持管理業務の大幅な変更があった場合は、この限りではない。 
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第２ 運営維持管理体制 

受託者は、本事業にかかる運営維持管理体制について、以下により計画すること。 

１ 全体組織計画 

（１）運営維持管理業務を適切に行うために、直接もしくは構成員に委託することにより、

必要となる有資格者及び人員を確保し、本件施設の運営維持管理業務に当たるものとす

る。図表 2-1-1 に必要資格の一覧を示す。 

（２）人員の確保に当たっては、地元における雇用促進に配慮をするものとする。 

（３）運営に係る組織として、事務部門、運転部門及び補助作業部門等、適切な組織構成を

計画し、代表として技術管理者を総括責任者として置き、適切な運営維持管理業務を行

うとともに業務分掌を提出し、組合の承諾を得るものとする。 

 

図表 2-1-1 運転管理等の有資格者一覧 

有資格者名 

①  廃棄物処理施設技術管理者 

②  ボイラータービン主任技術者 

③  電気主任技術者 

④  クレーン運転特別教育修了者 

⑤  危険物取扱者 

⑥  酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習修了者 

⑦  特定化学物質等作業主任者技能講習修了者 

⑧  ダイオキシン類作業従事者特別教育修了者  

⑨  フォークリフト及び車両系建設機械運転技能講習修了者 

⑩  甲種防火管理者 

⑪  その他 

 

２ 労働安全衛生管理体制 

（１）作業環境管理基準 

ア 本件施設の運営において廃棄物の処理及び清掃に関する法律、ダイオキシン類対策

特別措置法、労働安全衛生法等を遵守した作業環境管理基準を定めること。 

イ 運営維持管理に当たり、作業環境管理基準を遵守すること。 

ウ 法改正等により作業環境管理基準を変更する場合は、組合と協議すること。 

（２）作業環境管理計画 

ア 労働安全衛生法等関係法令に基づき、従事者の安全と健康を確保するために、本事

業に必要な管理者、組織等を整備すること。 

イ 整備した安全衛生管理体制について組合に報告・提出すること。なお、体制を変更

した場合は、速やかに組合に報告・提出すること。 

ウ 運営期間中、作業環境管理基準の遵守状況を確認するために必要な測定項目・方法・

頻度・時期等を定めた作業環境管理計画を作成・提出し、組合の承諾を得ること。 

エ 作業環境管理計画に基づき、作業環境管理基準の遵守状況を確認すること。 

オ 作業環境管理基準の遵守状況について組合に報告・提出すること。 

カ 作業に必要な保護具、測定器具等を整備し、従事者に使用させること。また、保護
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具、測定器具等は定期的に点検し、安全な状態が保てるようにしておくこと。 

キ 「廃棄物焼却施設関連作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱」（基発第

0110 第号、平成 26 年 1 月 10 日）に基づき、従事者のダイオキシン類ばく露防止対策

措置を行うこと。 

ク ダイオキシン類のばく露防止上必要な組織等を整備し、責任者を置くこと。整備し

た体制について組合に報告・提出すること。なお、体制を変更した場合は、速やかに

組合に報告・提出すること。 

ケ 日常点検、定期点検整備等により、関係法令上、本件施設改善の必要がある場合は、

組合と協議のうえ実施すること。 

コ 労働安全衛生法等関係法令に基づき、従事者に対して健康診断を実施し、従事者の

健康把握に努めること。 

サ 従事者に対して、定期的に安全衛生教育を行うこと。 

シ 安全確保に必要な訓練を定期的に行うこと。なお、訓練の開催については、事前に

組合に連絡し、訓練実施後は報告書を提出するとともに、組合の参加についても協議

すること。 

ス 焼却炉等の耐火材補修で、リフラクトリーセラミックファイバー（以下「ＲＣＦ」

という）等を用いた箇所の解体・破砕作業（ＲＣＦ等の除去の作業を含む）時は、特

定化学物質障害予防規則に準拠したＲＣＦのばく露防止・健康障害防止対策を行うこ

と。 

  

３ 環境管理体制 

（１）環境保全基準 

ア 公害防止基準、関係法令等の環境保全基準を遵守すること。 

イ 法改正等により環境保全基準を変更する必要が生じた場合は、組合と協議すること。 

（２）環境保全計画 

ア 運営期間中、環境保全基準の遵守状況を確認するために必要な測定項目・方法・頻

度・時期等を定めた環境保全計画を作成・提出し､組合の承諾を得ること。 

イ 環境保全計画に基づき､環境保全基準の遵守状況を確認すること。 

ウ 環境保全基準の遵守状況について組合に報告・提出すること。 

 

４ 防災管理体制 

（１）二次災害の防止 

災害、事故、機器の故障、停電等の緊急時においては、人身の安全を確保するととも

に、環境及び施設へ与える影響を最小限に抑えるように本件施設を安全に停止させる等、

二次災害の防止に努めること。 

（２）緊急対応マニュアルの作成 

緊急時における人身の安全確保、本件施設の安全停止、本件施設の復旧等の手順を定

めた緊急対応マニュアルを作成・提出し、組合の承諾を得ること。また、緊急時にはマ

ニュアルに従った適切な対応を行うこと。 

なお、作成した緊急対応マニュアルについて、必要に応じて随時改善し、組合に報告･

提出すること。 

（３）自主防災組織の整備 



17 

台風、大雨等の警報発令時、火災、事故、作業員の怪我等が発生した場合に備えて、

自主防災組織を整備するとともに、警察、消防、組合及び関係機関等への連絡体制を整

備し、速やかに組合に報告・提出すること。 

なお、体制を変更した場合、速やかに組合に報告・提出すること。 

（４）防災訓練の実施 

緊急時に自主防災組織及び連絡体制が適切に機能するように、定期的に防災訓練等を

行うこと。また、訓練等の結果について速やかに組合へ報告書を提出すること。 

（５）事故報告書の作成 

事故が発生した場合は、緊急対応マニュアルに従い、直ちに事故の発生状況、事故時

の運転記録等を組合に報告すること。報告後、速やかに対応策等を記した事故報告書を

作成し、組合に提出すること。 

（６）防火管理 

ア 消防法・建築基準法等関係法令に基づき、本件施設の防火上必要な組織等を整備し、

管理者を設置すること。 

イ 整備した防火管理体制について組合に報告・提出すること。 

なお、体制を変更した場合は、速やかに組合に報告・提出すること。 

ウ 日常点検、定期点検整備等の実施において、防火管理上、必要がある場合は、組合

と協議のうえ、本件施設の改善を行うこと。 

エ 特に、ごみピットについては、入念な防火管理を行うこと。 

 

５ 施設保安・防犯体制 

（１）本件施設等の保安・防犯体制を整備すること。 

（２）整備した施設保安・防犯体制について組合に報告・提出すること。 

なお、体制を変更した場合は、速やかに組合に報告・提出すること。 

（３）本件施設内保安を実施し、第三者の安全を確保すること。 

（４）必要に応じて来訪者の対応を行うこと。 

 

６ 連絡体制 

平常時及び夜間・休日等における緊急時の組合等への連絡体制を整備し、報告・提出す

ること。 

なお、体制を変更した場合も、速やかに組合に報告・提出すること。 
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第３ 受入管理業務 

 １ 受付業務 

（１）受付管理 

受託者は、ごみ搬入において、受付管理、計量業務（台貫用計量カードの発行業務）、

案内指示を行うこと。 

（２）受付時間 

本件施設の処理対象物の年間の受付日時は、以下のとおりとする。 

ア 月曜日～金曜日 8:30～17:00（12:00～13:00 を除く） 

イ 土曜日 8:30～11:00 

ウ 休業日 日曜日、12 月 31 日～翌年 1 月 3 日 

エ 組合の都合により、就業時間外及び休日対応の要請に協力すること。 

 

２ 受入監視業務 

（１）受託者は、本件施設の敷地内において、搬入が安全に行われるように、監視員を配置

し、車両の案内指示、監視および清掃を行うこと。 

（２）受託者は、本件施設に搬入される廃棄物について受入を行うこと。なお、災害ごみに

ついては、組合の指示に従って処理を行うこと。 

（３）受託者は、善良なる管理者として、処理不適物を処理しないように対応すること。処

理不適物については、組合と協議の上適正に処理すること。 

（４）受託者は、組合の立ち合いのもとに実施する展開検査に協力すること。 
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第４ 運転管理業務 

１ 共通事項 

（１）運転計画の作成 

ア 受託者は、ごみの予測搬入量、定期点検、整備などを考慮した運転計画を作成し、

組合の承諾を得るものとする。 

イ 運転計画は運営維持管理業務期間の各年度毎に作成するものとする。 

ウ 受託者は、作成した運転計画に変更が生じる場合、計画の変更を行い、組合の承諾

を得るものとする。 

エ 組合の事情、またはごみ質の変動等により、本件施設の運転に影響を与えることが

予測される場合、別途双方協議し、運転計画を作成するものとする。 

オ 組合は、ごみ処理施策の変更等の事由により、本件施設の一部の運転を運営期間内

に停止する必要がある場合は、受託者にその旨を通知し、協議の上、当該施設の一部

を停止するものとする。 

カ 上記計画以外で本件施設を停止し、点検、補修等を行う必要が発生した場合は、組

合と事前に協議して実施すること。 

（２）運転の実施 

ア 受託者は、搬入されたごみを、関係法令、公害防止基準等を遵守し、適切に処理を

行い、運転操作しなければならない。 

イ 受託者は、日常の運転において、搬入されたごみの処理が適切に行われていること

を、主に中央監視及び運転データ（日報・月報等）により行うものとする。 

ウ 受託者は、施設の運転が関係法令、公害防止基準等を満たすことを、排ガス測定等

の環境測定の結果より確認するものとする。 

エ 受託者は、施設の運転維持管理に必要な資格を持った人員の配置を行うものとする。 

（３）運転記録・報告・保管 

受託者は、運転業務に関する報告等については、「第１、２、（12）」に示すとおり取り

扱うものとする。 

（４）作業環境管理 

本件施設内及び各設備は、ほこり、異物等が堆積、散乱しないように定期的に清掃、

整理整頓を行い、作業安全、作業環境の保全、防火管理等を徹底し、労働衛生管理に努

めること。 

 

２ 熱回収施設に係る運転管理業務 

受託者は、熱回収施設の各設備を適切に運転管理し、関係法令、公害防止基準等を遵守

し搬入された処理対象物を適正に処理するとともに、経済的な運転管理に努めること。 

（１）運転管理設備 

運転管理業務の主要な設備は以下に掲げる設備とする。 

ア 受入供給設備（受入管理業務を除く） 

イ 燃焼設備 

ウ 燃焼ガス冷却設備 

エ 排ガス処理設備 

オ 余熱利用設備（発電設備を含む） 

カ 通風設備 
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キ 灰出設備 

ク 給水設備 

ケ 排水処理設備 

コ 電気設備（非常用発電設備を含む） 

サ 計装設備 

シ 熱回収施設に係る建築設備 

ス その他、熱回収施設に付随する諸設備 

（２）運転管理条件 

ア 処理量 

本事業運営期間中の処理量の参考値として、搬入量、処理量の平成 29,30 年度の実

績数値を別紙３に示す。 

   イ 運転日数 

     本施設の年間運転日数は年間 280 日を基本とするが、別紙 3 で示す計画処理量の予

測範囲内において、搬入される処理対象廃棄物を滞りなく処理するとともに、効率的

な運転管理に努めること。 

ウ 運転時間 

熱回収施設の運転時間は 24 時間/日連続とする。 

エ ごみの種類 

熱回収施設にて処理を行うごみの種類は以下のとおりである。 

（ア）可燃ごみ 

（イ）可燃粗大ごみ・不燃ごみの破砕可燃物 

（ウ）災害ごみ 

オ ごみ質等 

熱回収施設における可燃ごみのごみ質及び元素組成（設計条件）を、図表 4-2-1 に

示す。 

 

図表 4-2-1 ごみ組成の設計条件 

項  目 単位 低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ 

水 分 ％ 56.83 48.48 40.13 

可燃物 ％ 35.19 43.46 51.74 

灰 分 ％ 7.98 8.06 8.13 

低位発熱量 
kJ/kg 5,600 8,500 11,500 

kcal/kg 1,338 2,031 2,747 

単位体積重量 kg/㎥ 213 165 117 

元素組成 

炭素 ％ 18.93 25.43 31.94 

水素 ％ 2.49 3.36 4.23 

窒素 ％ 0.18 0.52 1.01 

硫黄 ％ 0.01 0.02 0.05 

塩素 ％ 0.06 0.22 0.53 

酸素 ％ 13.52 13.91 13.98 

注）「新ごみ処理施設建設工事発注仕様書（平成 25 年 12 月付け）」より   
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カ その他の要件 

（ア）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第 4 条の 5「一般廃棄物処理施設の

維持管理の技術上の基準」に遵守した運転を行うこと。 

（３）業務内容 

ア 施設機器の運転監視・維持管理、各現場作業者への指示 

イ 施設内すべての機器設備の保安の確保及び保全 

ウ 発電及び電力の安定供給 

（ア）受託者は、変動するごみ質に応じ安定した発電を行うとともに、発電した電力に

ついて本件施設、管理・啓発施設及び付帯・外構施設等の必要な箇所に安定供給す

ること。 

エ 運転監視・維持管理の記録の報告に関する業務 

オ 運転監視・維持管理に必要な資材の受け入れ 

カ 搬出物の保管・管理 

（ア）受託者は、熱回収施設から発生する焼却灰及び飛灰処理物の積込作業を、周囲へ

の飛散、流出がないよう行うこと。 

（イ）受託者は、熱回収施設から発生する焼却灰及び飛灰処理物について、性状分析を

実施すること。 

キ 適正処理困難物の排除・報告 

ク 熱回収施設敷地内への災害ごみ貯留受入 

ケ その他前各号に関連した業務 

 

３ リサイクル施設に係る運転管理業務 

受託者は、リサイクル施設の各設備を適切に運転管理し、関係法令、公害防止基準等を

遵守し搬入された処理対象物を適正に処理するとともに、経済的な運転管理に努めること。 

（１）運転管理設備 

運転管理業務の主要な設備は以下に掲げる設備とする。 

ア 受入供給設備（受入管理業務を除く） 

イ 破砕選別設備 

ウ 搬送設備 

エ 搬出設備 

オ 集じん・脱臭設備 

カ 給水設備 

キ 排水処理設備 

ク 電気設備 

ケ 計装設備 

コ リサイクル施設に係る建築設備 

サ その他、リサイクル施設に付随する諸設備 

（２）運転管理条件 

ア 処理量 

本事業運営期間中の処理量の参考値として、搬入量及び処理量の平成 29,30 年度の

実績数値を別紙３に示す。 
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イ 運転時間 

リサイクル施設の運転時間は 5 時間/日とする。 

ウ ごみの種類 

リサイクル施設にて処理を行うごみの種類は以下のとおりである。 

（ア）可燃性粗大ごみ 

（イ）不燃性粗大ごみ 

（ウ）不燃ごみ 

 （オ）災害ごみ 

エ ごみ質等 

リサイクル施設に搬入される粗大ごみ・不燃ごみの組成を、図表 4-2-2 に示す。 

 

図表 4-2-2 粗大ごみ・不燃ごみの組成 

粗大ごみの組成 

区 分 ごみ組成 

可燃性粗大ごみ 0.1ｔ/㎥（0.05～0.2） 

不燃性粗大ごみ 0.15ｔ/㎥（0.1～0.3） 

注）ごみ処理施設整備の計画・設計要領（公益社団法人全国都市清掃会議）より  
 

不燃ごみの組成 

区  分 ごみ組成 

割合 

（重量％） 

金属類 18（10～25） 

ガラス類 12（5～20） 

がれき類 6（2～9） 

プラスチック類 49（30～65） 

可燃物 9（5～15） 

ゴム・皮革類 3（0～7） 

その他不燃物 3（0～10） 

計 100 

単位体積重量 平均 1.0ｔ/㎥ 

注）ごみ処理施設整備の計画・設計要領（公益社団法人全国都市清掃会議）より   
 

粗大ごみ・不燃ごみの搬入寸法等 

区 分 搬入寸法等 

竹 長さ 50 ㎝以下 

丸太 直径 15 ㎝以下 

家具類 2.0ｍ×1.5ｍ×1.0ｍ以下 

注）「新ごみ処理施設建設工事発注仕様書（平成 25 年 12 月付け）」より  

 

オ 処理条件 

     リサイクル施設における処理条件を、図表 4-2-3 に示す。 
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図表 4-2-3 処理条件 

破砕基準 

区 分 破砕寸法 

高速回転式破砕機 150mm 以下（重量割合 85％以上） 

低速回転式破砕機 400mm 以下（重量割合 85％以上） 

注）「新ごみ処理施設建設工事発注仕様書（平成 25 年 12 月付け）」より  

 

選別基準 

区 分 純 度 回収率（目標） 

鉄類 95％以上 90％以上 

アルミ類 90％以上 60％以上 

不燃物 80％以上 80％以上 

可燃物 80％以上 70％以上 

注）純度と回収率は重量割合とする 

「新ごみ処理施設建設工事発注仕様書（平成 25 年 12 月付け）」より  

 

カ その他の要件 

（ア）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第 4 条の 5「一般廃棄物処理施設の

維持管理の技術上の基準」に遵守した運転を行うこと。 

 （３）業務内容 

ア 施設機器の運転監視・維持管理、各現場作業者への指示 

イ 施設内すべての機器設備の保安の確保及び保全 

ウ 運転監視・維持管理の記録の報告に関する業務 

エ 運転監視・維持管理に必要な資材の受け入れ 

オ 搬出物の保管・管理 

（ア）受託者は、リサイクル施設から発生する不燃物の積込作業を、周囲への飛散、流

出がないよう行うこと。 

（イ）受託者は、リサイクル施設から発生する資源化物（鉄・アルミ）を保管し、本組

合が売却する際、引渡すものとする。 

カ 適正処理困難物の排除・報告 

キ リサイクル施設敷地内への災害ごみ貯留受入 

ク その他前各号に関連した業務 
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第５ 維持管理業務 

１ 点検・補修業務の範囲 

（１）維持管理の概要 

受託者は契約期間中、本件施設を、関係法令等を遵守し適切に維持及び管理し、計画

搬入ごみ量を処理する能力を維持する責任を負うものとする。 

なお、受託者は、施設の状況を調査・確認し、事業期間中に自らの判断と責任におい

て工事等を実施し、事業期間にわたって本件施設の性能を満たすことができるように予

防保全を中心に行い、事後保全に至ることのないように配慮し運営維持管理業務を行う

こと。 

点検、補修工事及び設備更新工事の作業内容を図表 5-1-1 に示す。 

 

図表 5-1-1 点検、補修及び設備更新工事の作業内容 

作業区分 作業概要 作業内容 

点 

検 

予
防
保
全 

日常点検 

給油・点検清掃等の簡易な保全

作業により使用設備の維持管

理を行う。 

給油・点検・清掃作業 

定期点検 
故障の未然防止を目的として、

定期的に実施する。 

日常点検の確認と指導とをあ

わせて巡回点検を行う。 

補 

修 
工 

事 

定期点検整備 

定期的に点検検査又は部分的

な取替工事を行い、突発的な故

障を未然に防止する。 

・部分的な分解点検検査 

・油脂類の補給 

・機器の調整 

・定期消耗部品の取替え 

・精度検査 

・腐食状況の検査 

・耐火物の点検検査 

補 修 
設備機器の劣化状態を回復・復

元させる。 

・設備の分解（点検） 

・部品の補修・取替え 

・組み立て 

・調整、精度検査 

・耐火物の打替え 

予防修理 

設備機器異常の初期段階にて

不具合・故障箇所を早急に処置

する。 

日常点検で確認した不具合・故

障箇所の修理 

事
後
保
全 

事後修理 

予め故障についての予測を立

てた上で準備をしておき、故障

発生後、故障箇所を早急に回

復・復元させる。 

故障、劣化の修理、調整 

突発修理 

設備故障による機器停止や性

能が落ちた場合、早急に回復・

復元させる。 

・突発的な故障の復元 

・再発防止対策の実施 

設備更新工事 
本件施設の機能、設備性能の劣

化を回復させる。 

・事前調査 

・工事計画の立案 

・比較的に長期間の工事 

注）上記内容は、プラント設備、建築設備に該当する。 

 

（２）維持管理設備 

受託者が維持管理業務として本件施設における保守点検・整備を行う主要な設備は、

以下に掲げる設備とする。ただし、当該年度の実施項目は、受託者が点検に基づき重要
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度や緊急性等を総合的に判断した実施内容を策定し、その結果を基にして組合と受託者

が協議して決めるものとする。 

ア 熱回収施設 

(ア) 受入供給設備 

(イ) 燃焼設備 

(ウ) 燃焼ガス冷却設備 

(エ) 排ガス処理設備 

(オ) 余熱利用設備（発電設備含む） 

(カ) 通風設備 

(キ) 灰出設備 

(ク) 給水設備 

(ケ) 排水処理設備 

(コ) 電気設備（非常用発電設備含む） 

(サ) 計装設備 

(シ) 熱回収施設に係る建築設備 

(ス) その他、熱回収施設に付随する諸設備 

イ リサイクル施設 

(ア) 受入供給設備 

(イ) 破砕選別設備 

(ウ) 搬送設備 

(エ) 搬出設備 

(オ) 集じん・脱臭設備 

(カ) 給水設備 

(キ) 排水処理設備 

(ク) 電気設備 

(ケ) 計装設備 

(コ) リサイクル施設に係る建築設備 

(サ) その他、リサイクル施設に付随する諸設備 

ウ 管理・啓発施設 

(ア) 管理・啓発施設に係る建築設備 

(イ) その他、管理・啓発施設に付随する諸設備 

（３）データの保管及び報告書の作成等 

受託者は、本件施設の運営維持管理業務に関する報告等については、「第１、２、(11)」

に示すとおり取り扱うものとする。 

 

２ 点検業務 

（１）点検計画の作成 

ア 受託者は、本件施設における日常点検、定期点検、法定点検の各点検について、運

営期間全体の点検計画、各年度別の点検計画を作成するものとする。 

イ 受託者は点検計画を組合に提出し、その承諾を得るものとする。また、各年度別の

点検計画は年度毎に見直しを行い、変更部分について組合の承諾を得るものとする。 

ウ 受託者は、施設の運転の効率性を考慮し、原則として同時に休止を必要とする機器
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の点検及び予備品、消耗品の交換作業を同時に行うものとする。 

 （２）点検の実施 

ア 点検は、組合の承諾を得た点検計画に基づいて実施するものとする。 

イ 日常点検は、給油･点検清掃など簡易な保全作業により使用設備の維持管理を行うも

のとする。 

ウ 定期点検は、故障を未然に防止するため、定期的に点検を行うものとする。 

エ 法定点検を適正に実施すること。なお、参考として、法定点検や検査項目等を図表

5-2-1 に示す。 

オ 法定点検の費用は全て受託者負担とし、申請書は組合名義とする 

 

図表 5-2-1 法定点検、検査項目（参考） 

設 備 名 法  律  名 備  考 

クレーン クレーン等安全規則 

定期自主検査  

第34条 定期自主検査 

第35条 定期自主検査 

第36条 作業開始前の点検 

第40条 性能検査 

1年に1回以上 

1月に1回以上 

作業開始前 

2年に1回以上 

エレベータ クレーン等安全規則  第154条 定期自主検査 

第155条 定期自主検査 

第159条 性能検査 

1年に1回以上 

1月に1回以上 

1年未満～2年以内に1回以上 

建築基準法 第12条 報告、検査等 1年に1回以上 

蒸気タービン 電気事業法施行規則 第94条の2 運転開始日又は定期事

業者点検終了から4年を

越えない時期 

計量機 計量法 第21条  定期検査の実施時

期等 

2年に1回以上 

貯水槽 水道法施行規則 第56条 検査 1年に1回以上 

地下タンク 消防法 第14条の3 消防法の規定による 

消防用設備 消防法施行規則 第31条の6 消防用設備等又

は特殊消防用設備等の点検

及び報告 

外観点検3月に1回以上 

機能点検6月に1回以上 

総合点検1年に1回以上 

エアコンディショナー フロン排出抑制法 第16条 第1種特定製品の管

理者の判断の基準となるべ

き事項 

（7.5kW～50kW 未満） 

3年に1回以上 

（50kW 以上）1年に1回以上 

一般廃棄物処理施設 廃棄物の処理及び清

掃に関する法律 

施行規則第5条 精密機能検

査 

3年に1回以上 

浄化槽 浄化槽法 

 

第8条 保守点検 

第10条 浄化槽管理者の義務 

1年に1回以上 

 

環境省関係浄化槽法

施行規則第 2 条  

第6条 保守点検の回数の特

例 

3ヶ月に1回（5,8,11,2） 

その他必要な項目 関係法令による  関係法令の規定による 
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（３）点検記録・報告 

ア 受託者は、点検計画及び点検結果を記載した点検結果報告書を作成し、組合に提出

しなければならない。 

なお、受託者は、本件施設の点検業務に関する報告等については、「第１、２、（11）」

に示すとおり取り扱うものとする。 

イ 運営維持管理における計測管理 

（ア）受託者は運営維持管理業務に当たって、法令等に定められた各種検査及び分析を

実施することと。分析項目については、図表 5-2-2 に示す項目を基本とすることと

するが、受託者は必要に応じ、詳細な計測を行うこと。また、受託者は、計測管理

結果を組合に報告するとともに、組合が行う情報公開に協力すること。 

（イ）運営期間中において、本件施設の運営維持管理の状況をより効率的に把握するこ

とが可能な計測項目等について受託者及び組合が合意した場合は、図表 5-2-2 に示

した分析項目及び測定頻度は適宜、変更されるものとする。また、環境測定等の採

取場所については、別途組合より指示するものとする。 

 



28 

図表 5-2-2 分析項目及び測定頻度 

測定項目 採取場所 採取項目 採取検体数 頻度

ごみの種類組成、三成分

元素分析、単位容積重量
高位発熱量（実測値）
低位発熱量（実測値）
低位発熱量（推算値）
水銀（湿物ベース） 1 1回/年
水素イオン濃度（水素指数）
生物化学的酸素要求量
化学的酸素要求量
浮遊物質量
大腸菌群 1 1回/年

井戸15ヶ所、土壌6ヶ所
水路2ヶ所

硫黄酸化物
ばいじん
塩化水素
窒素酸化物
ダイオキシン類
全水銀濃度
一酸化炭素 2 1回/年

焼却灰搬出装置出口 含水率 2 初回のみ
熱しゃく減量 2 12回/年
ダイオキシン類 2 4回/年
含水率 1 初回のみ
アルキル水銀化合物
水銀又はその化合物
カドミウム又はその化合物
鉛又はその化合物
六価クロム化合物
ひ素又はその化合物
セレン又はその化合物
1.4　ジオキサン

飛灰 集じん機排出口 ダイオキシン類 2 4回/年
朝（6：00～8：00）
昼（8：00～18：00）
夕（18：00～21：00）
夜（21：00～翌6：00）
昼（8：00～19：00）
夜（19：00～翌8：00）
アンモニア
メチルメルカプタン
硫化水素
硫化メチル、二硫化メチル
トリメチルアミン
アセトアルデヒド
プロピオンアルデヒド
ノルマルブチルアルデヒド
イソブチルアルデヒド
ノルマルバレルアルデヒド
イソバレルアルデヒド
イソブタノール
酢酸エチル
メチルイソブチルケトン
トルエン、スチレン、キシレン
プロピオン酸
ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸
イソ吉草酸、臭気指数

焼却炉室、灰搬出室 ダイオキシン類 2
集じん器及び脱臭装置排気口出口 粉じん（リサイクル） 4

4回/年1
混練機出口飛灰処理物

4

1回/年振動 敷地境界線（4箇所）

騒音 敷地境界線（4箇所） 1回/年

4

12回/年
ごみ質 熱回収施設

12回/年
合併浄化槽出口水質

1

1

1回/年

2回/年

焼却灰

雨水 ダイオキシン類 23

煙突測定口排ガス
2

焼却灰搬出装置入口

悪臭 風下 1回/年

2回/年作業環境

1
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３ 補修工事 

（１）補修計画の作成 

ア 受託者は、本件施設の運営維持管理業務の範囲で行う運営期間全体及び各年度別の

補修計画を作成し、組合に提出するものとする。 

イ 補修計画は、点検結果に基づき計画し、作成した補修計画について組合の承諾を得

るものとする。 

ウ 各年度別の補修計画は、年度毎に見直しを行い、変更部分について組合の承諾を得

るものとする。 

（２）補修工事の実施 

ア 受託者は、本件施設の点検結果に基づき、施設の基本性能を維持するために、補修

工事を行うものとする。 

イ 本件施設の補修工事に際し、補修計画書（事業実施計画書に含む）を組合に提出し、

承諾を得るものとする。 

ウ 受託者が行うべき補修工事の範囲は、次のとおりとする。 

（ア）点検結果より、設備の基本性能を維持するための部分取替、調整 

（イ）設備が故障した場合の修理、調整 

（ウ）再発防止のための修理、調整 

（エ）修理不能となった場合の更新工事 

エ 組合の承諾を得た補修計画に変更が生じる場合は、その都度双方協議し、補修計画

を更新するものとする。 

（３）補修記録・報告 

受託者は、本件施設の各設備・機器の補修の結果を記載した工事報告書を作成し、組

合に提出しなければならない。 

なお、受託者は、本件施設の補修工事に関する報告等については、「第１、２、(12)」

に示すとおり取り扱うものとする。 

 

４ 設備更新及び設備改良 

（１）受託者は、本件施設の設備更新及び設備改良について、運営期間中の機器の耐久度、

消耗状況、点検結果、その他の諸事情を踏まえて必要に応じて計画し、実施するものと

する。 

（２）前項の計画において、本件施設の長期停止など、運営期間中のごみ処理に影響を及ぼ

す場合、別途双方協議するものとする。 

（３）受託者は、運営維持管理業務のリスク回避や効率化等を目的とした設備改良を受託者

の範囲で行おうとする場合は、設備改良に関する計画を提案し、組合と協議するものと

する。 

（４）受託者は、運営期間中において、著しい技術的な革新等により本件施設で採用した技

術の陳腐化等が認識できる場合は、大規模修繕工事を伴う改良工事等を組合に提案する

ことができる。 

（５）組合は、上記（４）に係る提案がされた場合は、受託者と改良工事等の可否、内容及

び条件等について協議することとする。 
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５ 消耗品・用役調達業務 

（１）消耗品・用役の調達計画 

受託者は、本件施設の運転に際して、良質かつ経済性を考慮した備品・什器・物品・

用役の調達計画を作成し、組合に提出し、承諾を得るものとする。なお、本件施設の運

転業務に関する用役については以下に記す。 

（２）消耗品・用役の調達管理 

ア 受託者は、本件施設において調達した備品・什器・物品・用役を常に安全に保管し、

必要の際には支障無く使用できるよう適切に管理するものとする。 

イ 運営期間中、受託者は本件施設において以下の消耗品を使用するときに必要数量を

調達するものとする。 

（ア）日常点検で交換を行うプラント機器消耗品、潤滑油脂及び工場棟内建築設備消耗

品 

（イ）保護具 

（ウ）工具・消耗材 

（エ）計測器・消耗品 

（オ）什器、備品、事務用品 

（カ）中央操作室消耗品（記録紙含む） 

ウ 予備品は、運営維持管理業務を行う上で、受託者が必要と判断するものを調達する。 

エ 場内の予備品を使用したときは、受託者は組合にその旨を報告する。 

オ 運営期間終了時において、運営期間開始時に現存した予備品と同様の品目、数量を

組合に引き渡すものとする。 

（３）消耗品・用役に関する報告 

ア 受託者は、消耗品・用役の調達と使用数量を組合に報告するものとする。 

イ 報告の頻度・時期・詳細項目は、双方協議の上、決定するものとする。 

（４）用役等の費用負担 

用役等の負担は以下のとおりとする。なお、組合の使用による按分負担が必要な場合

は、別途協議により詳細を決定するものとする。 

ア 灯油 

本件施設において使用する灯油については、受託者が販売店から調達し、費用は受

託者が全て負担するものとする。 

イ 薬品等 

本件施設において使用する薬品等については、受託者が販売店から調達し、費用は

受託者が全て負担するものとする。 

ウ 電話 

本件施設において使用する電話については、受託者が電話会社から調達し、費用は

受託者が全て負担するものとする。 
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 ６ 建物、建築設備等の維持管理業務 

（１）建物、建築設備等の維持管理計画 

受託者は、管理・啓発施設及び付帯・外構施設も含めた本件施設の建物、建築設備等

の維持管理計画を作成し、組合に提出し、承諾を得るものとする。 

（２）受託者は、以下に示す建築設備等の点検を定期的に行い、適切な修繕等を行うこと。 

ア 消防設備 

イ 空調設備 

ウ 昇降機 

エ 自動扉及び各シャッター 

オ その他必要な施設、設備 

（３）受託者は、工事請負業者の瑕疵担保責任を前提として建屋の外壁、屋根の防水、構内

道路のアスファルト舗装及び構内白線引きについて適切に点検、修理、交換等を行い、

修理、交換等が生じた時は、組合へ報告すること。 

（４）植栽管理 

受託者は、本件施設敷地内及び敷地周囲の雑草の繁茂、落葉の散乱、側溝の詰まり等

が無いように、清掃し植栽の管理（剪定・刈込、除草、薬剤散布）と景観の維持に努め

ること。 

 

 ７ 施設性能の確認・検査業務 

（１）受託者は、1 年に 1 回以上の頻度で、機能検査を実施すること。 

（２）受託者は、3 年に 1 回以上の頻度で、精密機能検査を実施すること。精密機能検査は、

受託者の負担で第三者機関が実施すること。 

（３）精密機能検査の結果を踏まえ、本件施設の要求性能（要求水準書及び提案書が定める、

本件施設が備えているべき性能及び機能）を維持するために必要となる各種計画の見直

しを行うこと。 

 

８ 廃材処分 

本業務において発生する廃材の処分は、以下の方法で行うものとする。 

（１）本件施設において発生した廃材等のうち、焼却処理出来るものは熱回収施設において、

破砕処理出来るものはリサイクル施設において極力場内処理とするものとする。 

（２）熱回収施設において炉内清掃等で発生した灰等は、場内（焼却）処理するものとする。 

（３）熱回収施設における耐火物及びバグフィルターろ布について、ダイオキシン類含有量

を測定分析し結果を報告するものとする。その後の処理・処分は受託者が行うものとす

る。 

（４）上記以外の事業活動に伴い発生する廃棄物の処理について、受託者は自らの責任にお

いて適正に処理・処分することとする。 
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第６ その他関連業務 

１ 住民及び見学者対応への協力 

受託者は、組合が行う近隣住民及び見学者等への説明会、その他教育・研究機関等から

の要請に対する対応について協力を行うこと。 

（１）受託者は、本件施設見学者に対して、日常業務で支障が生じない範囲で協力すること。 

（２）受託者は、見学設備（展示物、備品等）の維持管理を実施すること。 

（３）受託者は、住民の信頼と理解、協力を得るように努めること。 

 

２ 保安 

受託者は、本件施設敷地内の建屋・設備の保安に気を配り、組合の財産の保護、労働者

及び見学者等第三者の安全を確保すること。 

 

３ 清掃 

受託者は、本件施設の建屋内、敷地内及び敷地周囲の清掃を適宜行い、美観を保持する

こと。特に、見学者等第三者の立ち入る場所は、常に清潔な環境の維持に努めること。 
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別紙１ 業務分担表 

 

概　　　　　　要
熱回収

施設

リサイクル

施設

管理・

啓発施設

付帯・

外構施設

家庭から排出されるごみの収集・運搬及び搬入 ● ● － －

搬入車両の計量・記録・確認 ○ ○ － －

搬出車両の計量・記録・確認 ○ ○ － －

搬入車両の確認・車両指示等 ○ ○ － －

搬入禁止物・処理不適物の混入確認 ○ ○ － －

搬入禁止物・処理不適物の指導 ○ ○ － －

運転計画（年間・月間）の作成 ○ ○ － －

運転計画に基づくごみ焼却施設（リサイクル施設を含む）の適正な運転管

理
○ ○ － －

運転計画に基づく余熱利用計画の作成 ○ － － －

発電による場内利用 ○ ○ ○● ○●

発電による場外売電 ● － － －

鉄・アルミの保管 － ○ － －

鉄・アルミの引渡し － ○ － －

鉄・アルミの売却 － ● － －

焼却灰、飛灰処理物、不燃物の搬出車両への積込み作業 ○ ○ － －

焼却灰、飛灰処理物、不燃物の搬出・運搬 ● ● － －

焼却灰、飛灰処理物、不燃物の最終処分 ● ● － －

ごみ質の測定分析 ○ ○ － －

排ガス、排水、焼却灰等の測定分析 ○ ○ － －

作業環境測定 ○ ○ － －

消耗品・用役調達計画（年間・月間）の作成 ○ ○ － －

調達計画に基づく備品・什器・物品・用役の調達・管理 ○ ○ － －

点検・検査計画（毎年度、事業期間）の作成 ○ ○ － －

点検・検査計画に基づく点検・検査の実施 ○ ○ － －

補修計画（毎年度、事業期間）の作成 ○ ○ － －

補修計画に基づく補修・修繕の実施 ○ ○ － －

建物・建築設備等の維持管理計画書の作成 ○ ○ ○ ○

建築物、建築設備、外構施設（道路、駐車場、植栽等）の維持管理 ○ ○ ○ ○

施設性能の確認

検査業務
機能検査、精密機能検査（第三者機関への委託）の実施 ○ ○ ○ ○

運転管理、余熱利用管理、環境管理、用役管理、保守管理等各種データ

の記録
○ ○ ○ ○

各種記録データの管理・保管、報告・公開 ○● ○● ○● ○●

作業員の安全衛生管理 ○ ○ ○ ○

見学者等の安全管理 ○● ○● ○● ○●

清掃業務 施設及び外構施設の清掃 ○ ○ ○ ○

警備業務 敷地内全域の警備（防火・防犯等） ○ ○ ○● ○

施設見学及び行政視察への対応 ○● ○● ○● ○●

見学設備（展示物、備品等）の維持管理 ○● ○● ○● ○●

○は受託者が行うもの、●は組合が行うもの

業務区分

消耗品・用役調達

業務

点検・補修業務

資源化物保管・搬出

業務

残渣等搬出業務

運

転

管

理

等

業

務

運転管理業務

環境等管理業務

維

持

管

理

業

務

ごみ収集・運搬業務

そ

の

他

関

連

業

務

情報管理業務

安全衛生管理業務

施設見学対応業務

建物、建築設備等

維持管理業務

受

入

管

理

業

務

受付業務

受入監視業務

（プラットホーム監視)

余熱利用業務
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別紙２ 業務準備計画書、事業実施計画書の内容 

業務準備計画書及び事業実施計画書には以下の事項を記載すること。 

１ 運営維持管理方針 

事業運営にあたり、本件施設に関する事業終了までの運営維持管理の基本的な方針（考

え方）を示すこと。 

 

２ 業務準備計画書 

（１）教育指導計画 

ア 事業準備期間における業務実施内容 

イ 教育指導における目標設定及び達成方法 

ウ 教育指導実施体制 

エ スケジュール 等 

（２）情報提供等の確認に関する計画 

ア 事業準備に必要な情報 

イ スケジュール 等 

 

３ 事業実施計画書 

（１）運営マニュアル 

ア 業務の概要（業務実施方針・対象設備・関係図面 等） 

イ 施設の運転操作（運転手順・運転要領・トラブル対策 等） 

ウ 施設の維持管理（手順・維持管理項目・管理目標・トラブル対策 等） 

エ 施設の補修・設備更新工事（手順・実施スケジュール・トラブル対策 等） 

オ 管理計測（環境計測・搬入管理・処理量管理・発電量 等） 

カ 運転記録・連絡・報告（記録作成要領・様式・情報管理・トラブルの記録連絡 等） 

キ 施設の保安（方針・規定・体制・手順・異常時対応） 

ク 安全衛生管理（方針・作業環境管理計画・防火管理・教育訓練・危険物取扱い・事

故発生時の連絡・救出活動） 

ケ 緊急時の対策（体制・緊急措置・避難方法 等） 

コ 環境保全計画（測定項目・方法・頻度・時期 等） 

サ 緊急対応マニュアル 

シ 組織規程（組織図・法定資格者・勤務時間・組織管理・従業員管理・教育研修） 

ス 業務改善計画（教育・訓練・業務改善方法・地域への配慮 等） 

（２）運転維持管理計画 

ア 業務概要（業務範囲・対象施設概要・関係図面 等） 

イ 運転計画（受入れ管理・余熱利用・消耗品管理・電力量管理・水道量管理） 

ウ リスクへの対応 

エ 環境計測 

オ 情報管理計画（書類作成・書類管理・データ管理） 

カ 組織管理計画（組織図・体制・法定資格者・勤務時間・組織管理・従業員管理・教

育研修） 

キ 業務改善計画（教育・訓練・業務改善方法・地域への配慮 等） 

ク その他の付帯業務（保安・機器清掃・環境整備・衛生管理・消耗品等の購入管理等） 
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（３）点検計画 

ア 全体点検計画（点検スケジュール・点検計画書） 

イ 年度別点検計画（点検スケジュール・点検計画書） 

（４）補修計画 

ア 補修工事計画（補修工事スケジュール・工事計画書） 

イ 特定調達品の調達計画 等 

（５）財務計画 

ア 運営維持管理費の内訳 

(ア) 運転経費 

(イ) 定期点検・補修工事費 

(ウ) 人件費 

(エ) その他経費 

(オ) 付帯業務にかかる経費 

イ 運営維持管理費の積算根拠 
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別紙３ 実績数値及び計画処理量 

１ 実績数値 

平成 29，30 年度における本件施設への搬入量、処理量及び運転日数の実績は、図表 3-1

に示すとおりである。 

 

図表 3-1 実績数値       （単位：ｔ/年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画処理量 

2020 年度から 2029 年度までの事業期間における各年度の計画処理量は、図表 3-2 に示す

とおりである。 

 

図表 3-2 計画処理量       （単位：ｔ/年） 

 

処理対象物
搬出物

平成29年度
実績

平成30年度
実績

備考

可燃ごみ 27,157.35 26,639.27

不燃ごみ 258.29 584.01

粗大ごみ 511.69 1,178.64

合計 27,927.33 28,401.92

処理量 可燃ごみ 28,769.35 30,324.09

焼却灰 2,328.06 2,825.26

飛灰処理物 1,032.40 1,213.66

合計 3,360.46 4,038.92

資源化物アルミ 5.27 20.51

資源化物鉄 35.89 95.61

不燃残渣 88.86 248.11

区分

処理対象物搬入量

搬出量

搬出量

熱回収施設

リサイクル
施設

平成29年12月か
ら本格稼働

415

413

434

432

428

421

420

424

2026年度

2027年度

2028年度

2029年度

28,3192025年度

28,183

28,103

27,912

27,774

2022年度

2023年度

2024年度

29,153

28,991

28,805

28,717

28,475

2020年度

2021年度 436

440

事業年度 熱回収施設計画処理量 リサイクル施設計画処理量
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別紙４ 特定調達品のリスト 

本件施設における特定調達品のリストは図表 4-1 及び図表 4-2 に示すとおりである。 

 

図表 4-1 熱回収施設の特定調達品リスト 

特定部品
部品
納期

工事
推奨

△ 3ヶ月 ○

● 5ヶ月 ○

燃焼装置 ● 6ヶ月 ○

れんが積み及び保温装置（異形レンガ） ● 5ヶ月 ○

灰落しシュート △ 3ヶ月 ○

ドラム △

蒸発水管 △ 10ヶ月 ○

過熱器 △ 10ヶ月 ○

各管寄 △

ボイラ下部ホッパシュート（耐火物築炉） △ 3ヶ月 ○

減温塔 △ 5ヶ月 ○

噴霧ノズル（減温塔用） △ 5ヶ月

ろ布等 △ 5ヶ月 ○

△ 3ヶ月 ○

脱硝装置 脱硝反応塔 触媒/ｱﾝﾓﾆｱ供給装置 △ 8ヶ月 ○

蒸気タービン本体 △ 14ヶ月 ○

減速装置 △ 14ヶ月 ○

潤滑装置（油圧調節弁） △ 14ヶ月 ○

灰押出装置 ● 4ヶ月 ○

灰搬送コンベヤ △ 3ヶ月 ○

現場制御盤 シ－ケンサソフトウエア ● 3ヶ月 ○

プロセスコントロールステーション △ 5ヶ月 ○

アプリケーションソフトウェア ● 5ヶ月 ○

変換器盤 △ 5ヶ月 ○

帳票用パソコン △ 5ヶ月 ○

発生の都度、協議

データ処理装置

集じん灰搬出装置

発生の都度、協議

装置名

各種燃焼ストーカ・火格子

集じん器
及び付属機器

ごみ投入ホッパ・シュート

給じん装置

余熱利用設備

灰出し設備

電気設備

計装制御設備

ボイラ本体

減温塔

主灰排出設備

設備名

燃焼設備

燃焼ガス冷却設備

排ガス処理設備

 

注）上記、表中の記号の説明は下表（図表 4-3）のとおりである。 
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図表 4-2 リサイクル施設の特定調達品リスト

特定部品
部品
納期

工事
推奨

2フックカッター △ 6ヶ月 ○

5フックカッター △ 6ヶ月 ○

カッタスペーサ △ 6ヶ月 ○

クリーニングフィンガ △ 6ヶ月 ○

カッタシャフト △ 6ヶ月 ○

付属品 △ 6ヶ月 ○

ブレーカライナ △ 5ヶ月 ○

シェルライナ △ 5ヶ月 ○

グラインダ △ 5ヶ月 ○

スイーパライナ △ 5ヶ月 ○

中央監視操作盤 シ－ケンサソフトウエア ● 6ヶ月 ○

プロセスコントロールステーション △ 8ヶ月 ○

アプリケーションソフトウェア ● 8ヶ月 ○

変換器盤 △ 8ヶ月 ○

帳票用パソコン △ 8ヶ月 ○

　計装制御設備

設備名

データ処理装置

装置名

一次破砕機

二次破砕機

　破砕設備

 

注）上記、表中の記号の説明は下表（図表 3-3）のとおりである。 

 

図表 4-3 特定調達品リストの記号 

特定調達品欄 ● 特許等により、施工企業等への発注が不可欠のもの。 

 △ 
施工企業等において製作図を保有しており、施工企業等以外では性能・機

能を満足する製品を製作出来ない恐れがある部品。 

部品納期欄 － 発注から納品まで部品手配に要する標準期間（月単位）。 

工事推奨欄 ○ 設備の性能維持のため、施工企業によるメンテナンスを推奨するもの。  

 


